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１

□ 東京23区（621k㎡）よりも広大な面積

遠野市の市勢
まちづくり

進化し続ける “まちづくり”地域総合力 で 元気再生

１

●人 口：27,844人
●世帯数：10,849世帯

(H29年11月１日現在)

●面 積：825.97 k㎡

１k㎡当たりの人口 １世帯の人口 １日当たり出生数 １日当たり死亡数 １日当たり結婚数 １人当たり市民所得

34.35人（H28.9.30現在） 2.60人(H28.9.30現在) 0.44人（平成27年度） 1.15人（平成27年度) 0.21組（平成27年度） 2,321千円（平成26年度）

永遠の日本のふるさと遠野
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永遠の日本のふるさと遠野

● 将来像

● 遠野市の花・鳥・木

やまゆり やまどり いちい

● 特産品

ホップ わさび
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２

１ 安心・安全な暮らしの実現に関すること
● 住民票等証明書交付事務（小友郵便局）
● 地域見守り活動に関する協定
● 防災協定（道路損傷等の情報提供等）
● 特殊詐欺防止ハガキを市内全世帯に配布

・・平成16年 ６月～
・・平成26年 １月
・・平成27年11月
・・平成29年12月

２ 地域経済活性化に関すること
● カタログ販売による遠野産品の紹介
● 仙台中央局での遠野物産展の定例開催（年２回、夏・冬）
● オリジナルフレーム切手の作成販売（ＳＬ列車等）

２永遠の日本のふるさと遠野

人口減少・高齢化等により、生活機能が低下する地域の、身近な生活を支える
重要な役割を果たしている。

成
果

全国ネットワークを活かし、遠野の特産品や素材を域外に発信する、プロモータ
ーとしての役割を果たしている。

成
果



郵便局との連携内容とその成果・・２
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３

３永遠の日本のふるさと遠野

こども達の身近な郵便局を通じて、将来の職業観を養う取組に効果。成
果

休日に地域のイベントに積極的に参加していただくことで、本市が掲げる「地域
づくり」「人づくり」に大きく寄与。地域との距離を近づけることに効果。

成
果

３ 未来を担う子供の育成に関すること
● 小学生、市内郵便局見学会の受け入れ
● 市内小中学校の「手紙の書き方教室」

４ 郵便局社員の地域参画
● 遠野市緑化祭「里山フェスタ」への社員・家族の参加（毎年30～40名）
● 「ジンギスカンマラソン」大会運営ボランティアとして参加（約100名）



郵便局の優位性 まちづくり

進化し続ける “まちづくり”地域総合力 で 元気再生

市民センター

地区センター
（公民館）

駐在所

小・中学校 保育園

診療所 スポーツ
施設

郷土
博物館

所長、社会教育指導員、保健師

市内11地区にある地区センターを中心としたまち
づくりの重要な機関としての役割

郵便局

地区センター

代表的な構成

旧町村単位に
同様の仕組み

●印が郵便局が唯一の金融機関の地区と位置

永遠の日本のふるさと遠野 ４

４

遠野町

綾織町

小友町

附馬牛町

松崎町 土淵町

青笹町

上郷町

宮守町

市民センター

達曽部

鱒沢

郵便局が唯一の地区は市税納付窓口
「マル公」に対応

●地域づくりの拠点である「地区センター」を設置している地区全てに郵便局があることで、
「地域づくり」に密接に関係。

●唯一の金融機関としての存在から、交通弱者や高齢者の生活サービス確保に不可欠。



窓口業務の郵便局への成果と課題
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５

５永遠の日本のふるさと遠野

■ 市民サービスの充実
年間利用件数は150件～250件で推移。小友町の世帯数が425軒(H30.4

現在）であることから、世帯の単純平均で年間３～６割弱が、1度は利用し
ている換算。 ※住所地比較、複数利用を加味しない単純積算。

■ 移動負担の解消
小友地区⇔遠野市役所（本庁舎）は最大で片道25km。移動に伴う時間

的、経済的負担を解消。

成

果

課

題

■ 取扱い件数が横ばい
年間利用件数が150件～250件と一定の利用はあるものの、市民課窓口を

利用している小友町民に占める割合は、当初想定を下回る。

■ 費用負担と他地域とのバランス
サービス運営に係る費用は、手数料収入で賄うことができないため、公

費負担と、他の条件不利地域との公平性のバランスの確保。



今後郵便局と連携した内容
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６

６永遠の日本のふるさと遠野

● 高齢者への買い物支援と見守り
→既存の高齢者の見守り活動に加え、交通弱者へ
の買い物代行とその配送

● 移住及び定住対策
→ 首都圏局への移住定住窓口の設置

● 自治体、警察、郵便局による防犯強化
→配達中の情報を自治体・警察と共有し、地域
全体の防犯機能を強化

● 農産物の集荷と拠点配送
→ 郵便配送後の空便を利用して、農家から農産物を

集荷し、道の駅や産直などの拠点へ配送


